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人件費（令和６年度普通会計決算）

住民基本台帳人口
（R7.1.1現在）

歳出額
（A）

人件費
（B）

人件費率
（B/A）

R5年度の
人件費率

人
58,792

千円
32,237,672

千円
5,385,060

％
16.7

％
15.7

職員給与費（令和６年度普通会計決算）

職員数
（A）

給　　与　　費 １人あたりの
給与費（Ｂ/Ａ）給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（B）

人
441

千円
1,770,684

千円
512,967

千円
778,981

千円
3,062,632

千円
6,945

※職員数は、令和６年４月１日現在です。職員手当には退職手当を含んでいません。

平均給与月額および平均年齢（令和７年４月１日現在）

区　　分 平均給与月額 平均年齢
一般行政職 366,855円 42.6歳
技能労務職 402,774円 54.9歳

※国家公務員と同じベースで比較するため、給料、扶養手当、地域手当、住居手当、
管理職手当および単身赴任手当により平均給与月額を算出しています。

経験年数別・学歴別給料月額（令和７年４月１日現在）

区　　　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年

一般行政職
大学卒 293,200円 382,500円 397,500円
高校卒 258,100円 338,700円 382,500円

技能労務職
大学卒 288,200円 377,500円 395,200円
高校卒 258,100円 338,700円 382,500円

※経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数
をいいます。

※表中の給料月額は、級別資格基準に基づき算出した標準モデル額です。
※令和７年度給与改定後の給料月額です。

一般行政職の初任給など（令和７年４月１日現在）

区　　　分 初　任　給 採用２年経過の
給料月額

大学卒
橋本市 232,000円 242,000円

国 232,000円 242,000円

高校卒
橋本市 200,300円 213,100円

国 200,300円 213,100円
※令和７年度給与改定後の給料月額です。

特別職の報酬など（令和７年４月１日現在）

区　分 給料（報酬） 期　末　手　当
市　長 801,000円

（令和７年度支給割合）
６月期　２.30月分
12月期　２.35月分
合　計　４.65月分

副市長 722,000円

教育長 646,000円

議　長 520,000円

副議長 470,000円

議　員 440,000円
※令和７年度給与改定後の支給割合です。

一般行政職級別職員数 （令和７年４月１日現在）

１級（主事級）
17人［5.8％］

７級（部長級）
9人［3.0％］

３級（主査級）
72人

［24.5％］

４級（係長級）
47人

［16.0％］

５級（課長補佐級）
84人

［28.6％］

６級（課長級）
36人

［12.2％］

職員数
294人［100％］
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２級（副主査級）
29人［9.9％］

部門別職員数（各年度４月１日現在、単位：人）

職員数の総合計は863人で前年度と比較して13人の増
加となりました。
これは、退職者の不補充などによる減少はあるもの
の、化学消防車導入による定数増や、病院事業におい
て診療体制の充実のために必要な医師などを採用した
ことなどによるものです。

部　　門 令和７年度 令和６年度 対前年度増減

一　
　

般　
　

行　
　

政

議 会 5 5 0
総 務 79 77 2
税 務 28 27 1
民 生 91 86 5
衛 生 39 39 0
農林水産 23 23 0
商 工 17 16 1
土 木 43 42 1
小 計 325 315 10

特
別
行
政

教 育 45 51 －6
消 防 79 75 4
小 計 124 126 －2

合　　計 449 441 8

公
営
企
業
な
ど

病 院 363 354 9
水 道 16 17 －1
下 水 道 8 8 0
そ の 他 27 30 －3
小 計 414 409 5

総 合 計 863 850 13
※この表の職員数は、一般職に属する職員数であり、休職者、派
遣職員などを含んでいますが、会計年度任用職員などは除いて
います。

職員手当（普通会計）（令和８年４月１日現在）

手当の種類 内　　　　　　容

扶養手当

◎配偶者以外の扶養親族
　　子13,000円　子以外6,500円
◎満16歳の年度初めから満22歳の年度末
までの子１人につき5,000円加算
※国の制度　…　同じ

地域手当 （給料月額＋扶養手当＋管理職手当）×４％
※国の制度　…　同じ

通勤手当
通勤方法、通勤距離に応じて支給
（最高支給限度額150,000円/月）
※国の制度　…　同じ

住居手当

◎借家の場合で家賃が16,000円を超える
場合に限り、家賃の額に応じて支給
（最高支給限度額28,000円/月）
※国の制度　…　同じ

時 間 外
勤務手当 管理職を除く職員対象

特殊勤務
手 当

手当の種類　…　12種類
代表的な手当の名称　…　税務手当･救急
出動手当・清掃手当など

期末・勤勉
手 当

支 給 時 期 橋　本　市 国

７
年
度

６月 2.30月分 2.30月分
12月 2.35月分 2.35月分
合計 4.65月分 4.65月分

６
年
度

６月 2.25月分 2.25月分
12月 2.35月分 2.35月分
合計 4.60月分 4.60月分

職務の級などによる加算措置がありま
す。

※令和７年度給与改定後の支給割合です。

職種別職員数 （令和７年４月１日現在）

一般行政職
294人
［34.1％］

税務職
27人［3.1％］

看護・保健職
17人［2.0％］

福祉職
31人［3.6％］

消防職
79人
［9.2％］

企業職
387人
［44.7％］

技能労務職
18人［2.1％］

教育職 10人［1.2％］

職員数
863人［100％］

※円グラフ中の区分は、地方公務員給与実態調査による
　職種区分です。

退職手当（普通会計）（令和７年４月１日現在）

区　分
橋　本　市 国

自己都合 定年･勧奨 自己都合 定年･勧奨

勤 続 2 0 年 19.6695月分 24.586875月分 19.6695月分 24.586875月分

勤 続 2 5 年 28.0395月分 33.27075月分 28.0395月分 33.27075月分

勤 続 3 5 年 39.7575月分 47.709月分 39.7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分 47.709月分 47.709月分

その 他 の
加算措置

定年前早期退職者
特例措置（２〜20％）

定年前早期退職者
特例措置（２〜45％）

退 職 時
特別昇給 制度なし 制度なし

１人あたりの
平均支給額 1，508千円 20,344千円 ────

※１人あたりの平均支給額は、令和６年度に退職した職員に支
給されたものです。

広報はしもと2026年4月号9 広報はしもと2026年4月号 8広報はしもと2026年4月号




